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(57)【要約】
【課題】可変利得増幅回路を備えた受信機の利得を容易
に規定値に調整することができる技術を提供すること。
【解決手段】本発明にかかる受信機は、入力された信号
を増幅する可変利得増幅回路を備えた受信機であって、
前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で
増幅する第１の増幅モード、もしくは前記受信機に入力
された調整用の信号を含む状態で増幅する第２の増幅モ
ードの二つの増幅モードの何れかに切り換える制御手段
と、前記二つの増幅モードにおける信号強度をそれぞれ
測定する測定手段とを備え、前記制御手段は、前記測定
手段で測定した前記第２の増幅モードにおける信号強度
と、前記測定手段で測定した前記第１の増幅モードにお
ける信号強度との差が規定値となるように、前記可変利
得増幅回路の利得を調整するように構成されている。な
お、第１の増幅モードにおいては、帯域阻止フィルタを
用いて調整用の信号を除することができる。
【選択図】      図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
入力された信号を増幅する可変利得増幅回路を備えた受信機であって、
前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で増幅する第１の増幅モード、もし
くは前記受信機に入力された調整用の信号を含む状態で増幅する第２の増幅モードの二つ
の増幅モードの何れかに切り換える制御手段と、
前記二つの増幅モードにおける信号強度をそれぞれ測定する測定手段と
を備え、
前記制御手段は、前記測定手段で測定した前記第２の増幅モードにおける信号強度と、前
記測定手段で測定した前記第１の増幅モードにおける信号強度との差が規定値となるよう
に、前記可変利得増幅回路の利得を調整するように構成されたことを特徴とする受信機。
【請求項２】
前記調整用の信号を排除する帯域阻止フィルタを備えた第１の信号路と、
前記調整用の信号を排除せずに通過させる第２の信号路と、
前記調整用の信号の経路を、前記第１の信号路もしくは第２の信号路の何れかに切り換え
るスイッチとを備え、
前記制御手段は、
前記第１の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第１の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された前記調整用の信号を前記帯域阻止フィルタによって排除して出力し、
前記第２の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第２の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された調整用の信号を排除せずに通過させて出力するように構成されているこ
とを特徴とする請求項１に記載の受信機。
【請求項３】
前記調整用の信号をＳＳＢ通信用の上側波帯フィルタもしくは下側波帯フィルタの何れか
一方の側波帯フィルタによって排除する第１の信号路と、
前記調整用の信号を排除せずに前記何れか他方の側波帯フィルタを通過させる第２の信号
路と、
調整用の信号の経路を、前記第１の信号路もしくは第２の信号路の何れかに切り換えるス
イッチとを備え、
前記制御手段は、
前記第１の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第１の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された調整用の信号を前記何れか一方の側波帯フィルタによって排除して出力
し、
前記第２の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第２の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された調整用の信号を排除せずに出力するように構成されていることを特徴と
する請求項１に記載の受信機。
【請求項４】
前記受信機は、さらに、
局部発振器と、
この局部発振器から出力される局部発振信号と、入力される受信信号とを混合して所定の
周波数帯域の中間周波数に周波数変換するミキサと、
ミキサからの出力が入力されて所定の帯域の中間周波数成分のみを通過させるバンドパス
フィルタとを備え、
前記可変利得増幅回路は、バンドパスフィルタからの出力を増幅するように構成されてお
り、
前記局部発振器は、ミキサにおいて前記所定の周波数帯域外の中間周波数成分に周波数変
換される第１の周波数帯域と、ミキサにおいて前記バンドパスフィルタを通過し得る所定
の周波数帯域の中間周波数成分に周波数変換される第２の周波数帯域の、何れか一方の周
波数帯域の局部発振信号を切り換えて出力するように構成され、
前記制御手段は、
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第１の増幅モードにおいては、前記局部発振器の出力を第１の周波数帯域に切り換え、第
２の増幅モードにおいては、前記局部発振器の出力を第２の周波数帯域に切り換えて、
前記測定手段で測定した前記第２の増幅モードにおける信号強度と、前記測定手段で測定
した前記第１の増幅モードにおける信号強度との差が規定値となるように、前記可変利得
増幅回路の利得を調整するように構成されたことを特徴とする請求項１に記載の受信機。
【請求項５】
入力された信号を増幅する可変利得増幅回路と、
受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で増幅する第１の増幅モード、もしくは
前記受信機に入力された調整用の信号を含む状態で増幅する第２の増幅モードの二つの増
幅モードの何れかに切り換える制御手段と、
前記二つの増幅モードにおける信号強度をそれぞれ測定する測定手段と
を備えた受信機の利得調整方法であって、
前記制御手段を制御して前記第１の増幅モードに切り換える手順１と、
前記第１の増幅モードにおいて、前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で
増幅したときの信号強度を、前記測定手段を用いて測定する手順２と、
前記制御手段を制御して前記第２の増幅モードに切り換える手順３と、
前記第２の増幅モードにおいて、前記受信機に入力された調整用の信号を含む状態で増幅
したときの信号強度を、前記測定手段を用いて測定する手順４と、
前記手順２で測定した信号強度と前記手順４で測定した信号強度との差が規定値となるよ
うに、前記可変利得増幅回路の利得を調整する手順５と
を含んでいることを特徴とする受信機の利得調整方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
  本発明は、利得を規定値に調整する作業を効率化できる受信機、および受信機の利得調
整方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　同一仕様の複数の受信機を製造する場合、同一の製造工程で同じ仕様の部品を使用して
同じように製造しても、使用された部品にはバラツキがあり、例えば増幅器に個体差が生
じるので、受信機の利得にもバラツキがある。
　このような場合には、各受信機の利得を規定値に調整して出荷する必要があった。
【０００３】
　このような受信機を製造して出荷する場合の具体的な調整作業を説明する。
　図９に示した様に、調整を要する受信機１００は、ミキサ１１０、局部発振器１２０、
バンドパスフィルタ１３０、可変利得増幅回路１４０、検波器１５０を備えている。
　前記受信機１００に、調整用の信号を発生する波形発生装置２００と、前記受信機１０
０の検波出力の信号強度を計測する電圧計３００とを接続する。
【０００４】
　そして、はじめに、前記波形発生装置２００からの出力信号をオフにして、前記受信機
１００に調整用の信号が入力されない状態にして、この状態での検波出力の信号強度を前
記電圧計３００で読み取る。この状態での検波器１５０から出力される信号の一例では、
図１０の（ａ）に示すように、前記波形発生装置２００からの信号はオフにされているの
で、調整用の信号の搬送波成分は出力されずにノイズ成分が出力される。
　つぎに、前記波形発生装置２００からの出力信号をオンにして、前記受信機１００に調
整用の信号が入力される状態にして、この状態での検波出力の信号強度を前記電圧計３０
０で読み取る。この状態での検波器１５０から出力される信号の一例では、図１０の（ｂ
）に示すように調整用の信号の搬送波成分が出力される。
　そして、調整用の信号が入力されない状態での信号強度と、調整用の信号が入力される
状態での搬送波成分の信号強度の大きさとの差が、規定値となるように、前記受信機１０
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０に内蔵された可変利得増幅回路１１０における利得を調整する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
  上述した従来の方法では、人手により波形発生装置をオン／オフ操作する必要があり、
煩雑であるので、自動化が望まれていた。
　従来の方法を改良したものとして、ＰＣ等により波形発生装置のオン／オフを制御する
方法が提案されている。
　しかし、この方法を実現するためには、波形発生装置のオン／オフを制御する手段が公
開されている必要があった。
【０００６】
　なお、電力増幅回路におけるバイアス電圧の調整の手間をかからなくした電力増幅回路
が、特許文献１に開示されている。
【０００７】
【特許文献１】特開２００２－３５３７４９号公報
【０００８】
　本発明は、受信機の利得を容易に規定値に調整することができる技術を提供することを
目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
  本発明の請求項１にかかる受信機は、
入力された信号を増幅する可変利得増幅回路を備えた受信機であって、
前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で増幅する第１の増幅モード、もし
くは前記受信機に入力された調整用の信号を含む状態で増幅する第２の増幅モードの二つ
の増幅モードの何れかに切り換える制御手段と、
前記二つの増幅モードにおける信号強度をそれぞれ測定する測定手段と
を備え、
前記制御手段は、前記測定手段で測定した前記第２の増幅モードにおける信号強度と、前
記測定手段で測定した前記第１の増幅モードにおける信号強度との差が規定値となるよう
に、前記可変利得増幅回路の利得を調整するように構成されている。

　請求項２の受信機は、
前記調整用の信号を排除する帯域阻止フィルタを備えた第１の信号路と、
前記調整用の信号を排除せずに通過させる第２の信号路と、
前記調整用の信号の経路を、前記第１の信号路もしくは第２の信号路の何れかに切り換え
るスイッチとを備え、
前記制御手段は、
前記第１の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第１の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された前記調整用の信号を前記帯域阻止フィルタによって排除して出力し、
前記第２の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第２の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された調整用の信号を排除せずに通過させて出力するように構成されている。
ことを特徴とする請求項２に記載の受信機。

　請求項３の受信機は、
前記調整用の信号をＳＳＢ通信用の上側波帯フィルタもしくは下側波帯フィルタの何れか
一方の側波帯フィルタによって排除する第１の信号路と、
前記調整用の信号を排除せずに前記何れか他方の側波帯フィルタを通過させる第２の信号
路と、
調整用の信号の経路を、前記第１の信号路もしくは第２の信号路の何れかに切り換えるス
イッチとを備え、
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前記制御手段は、
前記第１の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第１の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された調整用の信号を前記何れか一方の側波帯フィルタによって排除して出力
し、
前記第２の増幅モードでは、前記スイッチを制御して第２の信号路に切り換えて、前記受
信機に入力された調整用の信号を排除せずに出力するように構成されている。

　請求項４の受信機は、
前記受信機は、さらに、
局部発振器と、
この局部発振器から出力される局部発振信号と、入力される受信信号とを混合して所定の
周波数帯域の中間周波数に周波数変換するミキサと、
ミキサからの出力が入力されて所定の帯域の中間周波数成分のみを通過させるバンドパス
フィルタとを備え、
前記可変利得増幅回路は、バンドパスフィルタからの出力を増幅するように構成されてお
り、
前記局部発振器は、ミキサにおいて前記所定の周波数帯域外の中間周波数成分に周波数変
換される第１の周波数帯域と、ミキサにおいて前記バンドパスフィルタを通過し得る所定
の周波数帯域の中間周波数成分に周波数変換される第２の周波数帯域の、何れか一方の周
波数帯域の局部発振信号を切り換えて出力するように構成され、
前記制御手段は、
第１の増幅モードにおいては、前記局部発振器の出力を第１の周波数帯域に切り換え、第
２の増幅モードにおいては、前記局部発振器の出力を第２の周波数帯域に切り換えて、
前記測定手段で測定した前記第２の増幅モードにおける信号強度と、前記測定手段で測定
した前記第１の増幅モードにおける信号強度との差が規定値となるように、前記可変利得
増幅回路の利得を調整するように構成されている。

  本発明の請求項５にかかる受信機の利得調整方法は、
入力された信号を増幅する可変利得増幅回路と、
前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で増幅する第１の増幅モード、もし
くは前記受信機に入力された調整用の信号を含む状態で増幅する第２の増幅モードの二つ
の増幅モードの何れかに切り換える制御手段と、
前記二つの増幅モードにおける信号強度をそれぞれ測定する測定手段と
を備えた受信機の利得調整方法であって、
前記制御手段を制御して前記第１の増幅モードに切り換える手順１と、
前記第１の増幅モードにおいて、前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で
増幅したときの信号強度を、前記測定手段を用いて測定する手順２と、
前記制御手段を制御して前記第２の増幅モードに切り換える手順３と、
前記第２の増幅モードにおいて、前記受信機に入力された調整用の信号を含む状態で増幅
したときの信号強度を、前記測定手段を用いて測定する手順４と、
前記手順２で測定した信号強度と前記手順４で測定した信号強度との差が規定値となるよ
うに、前記可変利得増幅回路の利得を調整する手順５と
を含んでいる。
【発明の効果】
【００１０】
  本発明の請求項１にかかる受信機では、
受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で増幅する第１の増幅モードにおける利
得と、受信機に入力された調整用の信号が含まれた状態で増幅する第２の増幅モードにお
ける信号強度の差が規定値となるように、制御部で可変利得増幅回路の利得を調整するの
で、波形発生装置のオン／オフを制御することなく、受信機の利得を規定値に設定するこ
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とができる。
　したがって、多数の受信機を効率よく同一の利得に容易に調整することができる。
　請求項２では、
受信機に入力された調整用の信号を排除する帯域阻止フィルタを備えた第１の信号路と、
前記帯域阻止フィルタを含まない第２の信号路とを切り換えることによって、
第１の信号路に切り換えた第１の増幅モードにおいて、帯域阻止フィルタで調整用の信号
を排除した場合の信号強度と、第２の信号路に切り換えた第２の増幅モードにおいて、前
記調整用の信号を含んだ状態の場合での信号強度とを測定し、両者の差が規定値となるよ
うに、制御部で可変利得増幅回路の利得を調整するので、波形発生装置のオン／オフを制
御することなく、受信機の利得を規定値に設定することができる。
　請求項３では、
ＳＳＢ通信用の上側波帯フィルタもしくは下側波帯フィルタの何れか一方の側波帯フィル
タによって調整用の信号を排除する第１の増幅モードにおける信号強度と、前記調整用の
信号を排除しないで通過させる第２の増幅モードにおける信号強度とを測定し、
両者の差が規定値となるように、制御部で可変利得増幅回路の利得を調整するので、波形
発生装置のオン／オフを制御することなく、受信機の利得を規定値に設定することができ
る。
　請求項４では、
局部発振器は、前記所定の周波数帯域外の中間周波数成分に周波数変換される第１の周波
数帯域と、前記バンドパスフィルタを通過し得る所定の周波数帯域の中間周波数成分に周
波数変換される第２の周波数帯域の、何れか一方の周波数帯域の局部発振信号を切り換え
て出力するように構成され、
前記局部発振器の出力を第１の周波数帯域とする第１の増幅モードにおける信号強度と、
前記局部発振器の出力を第２の周波数帯域とする第２の増幅モードにおける信号強度とを
測定し、
両者の差が規定値となるように、制御部で可変利得増幅回路の利得を調整するので、波形
発生装置のオン／オフを制御することなく、受信機の利得を規定値に設定することができ
る。
  本発明の請求項５にかかる受信機の利得調整方法では、
第１の増幅モードにおいて、前記受信機に入力された調整用の信号を排除した状態で増幅
したときの信号強度と、第２の増幅モードにおいて、前記受信機に入力された調整用の信
号を含む状態で増幅したときの信号強度との差が規定値となるように、可変利得増幅回路
の利得を調整するので、波形発生装置のオン／オフを制御することなく、受信機の利得を
規定値に設定することができる。
　したがって、多数の受信機を効率よく同一の利得に容易に調整することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
  以下に、本発明にかかる受信機、および受信機の利得調整方法の実施の形態として、実
施例１に係る受信機のブロック図に基づいて詳細に説明する。
【実施例１】
【００１２】
　図１において、
１０は実施例１に係る受信機であり、この受信機１０は、ミキサ１１、局部発振器１２、
バンドパスフィルタ１３、可変利得増幅回路としての可変利得増幅器１４、検波器１５、
制御部１６、記憶部１７、帯域阻止フィルタとしてのノッチフィルタ１８、ノッチフィル
タ１８を経由してミキサ１１の出力をバンドパスフィルタ１３に導く第１の信号路Ｌ１、
ノッチフィルタ１８を経由することなくミキサ１１の出力をバンドパスフィルタ１３に導
く第２の信号路Ｌ２、第１の信号路Ｌ１と第２の信号路Ｌ２とを切り換えるスイッチ１９
とを有している。
　前記スイッチ１９は前記制御部１６によって切り換え制御されるものであり、前記ノッ
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チフィルタ１８は、後述する波形発生装置Ｇから出力される調整用の信号としての調整用
の単一波成分を阻止して調整用の信号を排除するように構成されている。
　前記制御部１６は、スイッチ１９を切り換え制御して第２の信号路Ｌ２を経由した信号
の信号強度を計測し、スイッチ１９を切り換え制御して第１の信号路Ｌ１を経由した信号
の信号強度を計測し、両者の差が規定値になり、増幅された調整用の信号の単一波成分か
らなる調整用の信号の信号強度が規定値になるように、前記可変利得増幅器１４を制御す
るように構成されている。
　なお、前記規定値は記憶部１７に記憶されている。
【００１３】
　次に、実施例１に係る受信機１０を用いて利得を調整する手順について、図２のフロー
チャートを参照して説明する。
　最初に、受信機１０に波形発生装置Ｇを接続して、波形発生装置Ｇを作動させ、ステッ
プ１において、受信機１の記憶部１７に記憶された調整プログラムを作動させて調整をス
タートさせる。
　波形発生装置Ｇからは、調整用の所定の周波数の単一波成分を含んだ信号が出力されて
、受信機１０に入力される。
【００１４】
　制御部１６は、ステップ２において、スイッチ１９を制御して、ミキサ１１からの出力
を第１の信号路Ｌ１に切り換えると、波形発生装置Ｇからの信号はノッチフィルタ１８に
て単一波成分が除去されて調整用の信号が排除され、ノイズ成分のみがバンドパスフィル
タ１３、および可変利得増幅器１４を通って、検波器１５へと流れる。このとき検波器１
５から出力される信号の一例では、図３の（ａ）に示すように、単一波成分が除去されて
調整用の信号が排除され、ノイズ成分のみが出力される。
　そして、制御部１６は、ステップ３において、調整用の信号から前記単一波成分が除去
されて調整用の信号が排除された状態の信号強度を、信号強度測定部Ｍにて測定すること
で、波形発生装置Ｇから出力される調整用の信号のノイズ成分の強度を測定して、除去時
信号強度値として記憶部１７に一時記憶する。
【００１５】
　次に、制御部１６は、ステップ４において、スイッチ１９を制御して、ミキサ１１から
の出力を第２の信号路Ｌ２に切り換えると、波形発生装置Ｇからの信号は単一波成分を含
んだ状態の調整用の信号が、バンドパスフィルタ１３、および可変利得増幅器１４を通っ
て、検波器１５へと流れる。このとき検波器１５から出力される信号の一例では、図３の
（ｂ）に示すように、単一波成分を含む調整用の信号が出力される。
　そして、制御部１６は、ステップ５において、調整用の単一波成分を含んだ状態の調整
用の信号の信号強度を、信号強度測定部Ｍにて測定し、ステップ６において、前記測定値
から、記憶部１７に記憶しておいた除去時信号強度値を差し引いて、単一波成分を含む調
整用の信号の信号強度を測定し、この測定値が記憶部１７に記憶されている規定値に合致
するように、可変利得増幅器１４を調整して利得を設定する。
【００１６】
　実施例１に係る受信機１０によれば、波形発生装置Ｇを作動させた状態で受信機１０に
接続し、記憶部１７に書き込まれた調整プログラムを作動させるだけで、受信機１０の利
得を規定値に容易に自動的に調整することができるので、波形発生装置Ｇを制御する必要
はない。
【実施例２】
【００１７】
　図４に示した実施例２に係る受信機２０は、第１の信号路Ｌ２１には、図１のノッチフ
ィルタ１８に代えて、ＬＳＢ（Lower side band）用バンドパスフィルタ２８ａを設け、
第２の信号路Ｌ２２には、ＵＳＢ（Upper side band）用バンドパスフィルタ２８ｂを設
けたものであり、ミキサ２１にて局部発振器２２からの局部発振信号と混合された出力を
ＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａを経由して可変利得増幅器２４に導く第１の信号路Ｌ



(8) JP 2010-57054 A 2010.3.11

10

20

30

40

50

１と、ミキサ２１にて局部発振器２２からの局部発振信号と混合された出力をＵＳＢ用バ
ンドパスフィルタ２８ｂを経由して可変利得増幅器２４に導く第２の信号路Ｌ２とを切り
換えるスイッチ２９を備えている。
【００１８】
　ＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａは、波形発生装置Ｇから出力される信号に、調整用
の信号としての下側波帯成分が含まれる場合には、下側波帯成分のみを通過させるもので
あり、上側波帯成分は阻止して排除するものである。したがって、波形発生装置Ｇから出
力される調整用の信号が上側波帯成分のみの場合は、上側波帯成分はＬＳＢ用バンドパス
フィルタ２８ａにて排除されて調整用の信号が排除され、ノイズ成分のみが出力され、可
変利得増幅器２４を介して検波器２５へ出力される。
　一方、ＵＳＢ用バンドパスフィルタ２８ｂは、波形発生装置Ｇから出力される調整用の
信号に上側波帯成分が含まれる場合には、上側帯成分のみを通過させるものであり、下側
波帯成分は阻止して排除するものである。したがって、波形発生装置Ｇから出力される調
整用の信号が下側波帯成分のみの場合は、下側波帯成分はＵＳＢ用バンドパスフィルタ２
８ｂにて排除されて調整用の信号が排除され、ノイズ成分のみが出力され、可変利得増幅
器２４を介して検波器２５へ出力される。
【００１９】
　ＳＳＢ信号における搬送波成分（実際には除去されて送信される。）と上側波帯成分と
下側波帯成分の構成を図６に図示した。
　このようなＳＳＢ信号用に構成されたＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａは下側波帯成
分のみを通過させ、ＵＳＢ用バンドパスフィルタ２８ｂは上側波帯成分のみを通過させる
。したがって、上側波帯成分に相当する信号を含んだ調整用の信号を、波形発生装置Ｇか
ら出力すれば、上側波帯成分はＵＳＢ用バンドパスフィルタ２８ｂを通過するので調整用
の信号が通過し、ＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａでは除去されるので、調整用の信号
が排除される。
【００２０】
　実施例２に係る受信機を用いて利得を調整する手順について説明する。
　最初に、受信機２０に波形発生装置Ｇを接続して、波形発生装置Ｇを作動させ、受信機
２０の記憶部２７に記憶された調整プログラムを作動させる。波形発生装置Ｇは、上側波
帯成分のみを含む調整用の信号を発生させる。
　制御部２６が、スイッチ２９を制御して、ミキサ２１からの出力を第１の信号路Ｌ２１
に切り換えると、波形発生装置Ｇからの調整用の信号に含まれる上側波帯成分はＬＳＢ用
フィルタ２８ａにて排除されて調整用の信号が排除され、ノイズ成分のみが可変利得増幅
器２４を通って、検波器２５へと流れる。このとき検波器２５から出力される信号の一例
を図５の（ａ）に示した。
　そして、制御部２６は、上側波帯成分が除去された状態、すなわち、調整用の信号が排
除された状態で、信号強度を信号強度測定部Ｍにて測定することで、波形発生装置Ｇから
出力される信号のノイズ成分の強度を測定して、除去時信号強度値として記憶部２７に一
時記憶する。
【００２１】
　次に、制御部２６が、スイッチ２９を制御して、ミキサ２１からの出力を第２の信号路
Ｌ２２に切り換えると、波形発生装置Ｇからの信号に含まれる上側波帯成分はＵＳＢ用バ
ンドパスフィルタ２８ｂを通過するので、波形発生装置Ｇからの信号は上側波帯成分を含
んだ状態で、可変利得増幅器２４を通って、検波器２５へと流れる。このとき検波器２５
から出力される信号の一例を図５の（ｂ）に示した。
　そして、制御部２６は、上側波帯成分を含んだ状態の信号強度、すなわち、調整用の信
号の信号強度を、信号強度測定部Ｍにて測定し、この測定値から、記憶部２７に記憶して
おいた除去時信号強度値を差し引いて、調整用の信号に含まれる上側波帯成分の信号強度
、すなわち、調整用の信号を測定し、この測定値が記憶部２７に記憶されている規定値に
合致するように、可変利得増幅器２４を調整して利得を設定する。
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　以上の実施例２においては、上側波帯成分を含んだ調整用の信号を用いたが、下側波帯
成分を含んだ調整用の信号を用いて、前記第２の信号路Ｌ２２で下側波帯成分を除去する
ようにしてもよい。
【００２２】
　実施例２に係る受信機２０によれば、波形発生装置Ｇを作動させた状態で受信機２０に
接続し、記憶部２７に書き込まれた調整プログラムを作動させるだけで、受信機２０の利
得を規定値に容易に自動的に調整することができる。
　また、ＳＳＢ受信機にもともと備えられているＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａとＵ
ＳＢ用バンドパスフィルタ２８ｂとを利得調整にも利用するので、余分な構成の追加を最
小限にすることができる。
　なお、実施例１、２に使用されているスイッチ１９、２９は、ソフトウエアで切り換え
るように構成されたソフトスイッチでもよい。
　また、フィルタ係数を切り換えることでＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａとＵＳＢ用
バンドパスフィルタ２８ｂと同等のフィルタ機能を実現することのできるフィルタを採用
し、このフィルタにおけるフィルタ係数を切り換えることによって、実施例１、２におけ
るスイッチ１９、２９によるフィルタの切り換えに相当する機能を実現してもよい。
【実施例３】
【００２３】
　図７に示した実施例３に係る受信機３０は、実施例１の受信機１０のノッチフィルタ１
８や実施例２の受信機２０のＬＳＢ用バンドパスフィルタ２８ａおよびＵＳＢ用バンドパ
スフィルタ２８ｂに代えて、局部発振周波数の帯域を２つの帯域に切り換え可能な局部発
振器３２を用いていることが特徴である。
　図７に示した受信機３０は、
局部発振器３２と、
この局部発振器３２から出力される局部発振信号と、入力される受信信号とを混合して所
定の周波数帯域の中間周波数に周波数変換するミキサ３１と、
ミキサ３１からの出力が入力されて所定の帯域の中間周波数成分のみを通過させるバンド
パスフィルタ３３と、バンドパスフィルタ３３からの出力を増幅する可変利得増幅器３４
と、
可変利得増幅器３４からの出力を検波する検波器３５と、
可変利得増幅器３４または検波器３５からの出力の信号強度を測定する測定手段Ｍと、
各部を制御する制御部３６と、
調整用プログラムや規定値などの諸データが書き込まれ、また、諸データを一時記憶可能
な記憶部３７と
を備えている。
【００２４】
　前記局部発振器３２から出力される局部発振周波数の周波数帯域は、前記ミキサ３１に
おいて、入力される調整用の信号を混合したときに、中間周波数成分が、前記バンドパス
フィルタ３３の通過帯域外に排除されるように周波数変換する第１の周波数帯域ｆ’と、
前記バンドパスフィルタを通過し得る所定の周波数帯域の中間周波数成分に周波数変換す
る第２の周波数帯域ｆの、何れか一方の周波数帯域の局部発振信号を出力するように構成
されている。
　前記制御部３６は、
前記局部発振器の出力を前記第１の周波数帯域ｆ’とする第１の発振モード、もしくは前
記局部発振器の出力を前記第２の周波数帯域ｆとする第２の発振モードの二つの発振モー
ドの何れかに切り換え得るように構成され、
前記制御部３６は、さらに、前記測定手段Ｍにして測定した前記第２の発振モードにおけ
る信号強度と、前記第２の発振モードにおける信号強度との差が規定値となるように、前
記可変利得増幅器３４の利得を調整するように構成されている。
　なお、前記第１の発振モードは、特許請求に記載された第１の増幅モードに対応し、前
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記第２の発振モードは、特許請求に記載された第２の増幅モードに対応している。
　以上の構成によって、前記局部発振器３２から出力される局部発振周波数を第２の周波
数帯域ｆとして、調整用の信号とミキサ３１にて混合した場合、周波数変換された中間周
波数成分は、前記バンドパスフィルタ３３を通過するので、検波器３５からはトーン信号
が出力されるが、
前記局部発振器３２から出力される局部発振周波数を第１の周波数帯域ｆ’として、調整
用の信号とミキサ３１にて混合した場合、周波数変換された中間周波数成分は、前記バン
ドパスフィルタ３３の通過帯域外に排除されて通過できないので、検波器３５からはトー
ン信号が出力されない。
【００２５】
　実施例３に係る受信機３０を用いて利得を調整する手順について説明する。
　最初に、受信機３０に波形発生装置Ｇを接続して、波形発生装置Ｇを作動させ、受信機
３０の記憶部３７に記憶された調整プログラムを作動させる。
　制御部３６が、局部発振器３２を制御して、局部発振周波数の帯域を第１の周波数帯域
ｆ’としてミキサ３１に入力する。
　ミキサ３１にて周波数変換された中間周波数成分は、バンドパスフィルタ３３の通過帯
域外の周波数となるので、中間周波数成分はバンドパスフィルタ３３にて遮断される。し
たがって、バンドパスフィルタ３３から出力される信号成分は、調整用の信号のトーン成
分が除去された状態、すなわち、調整用の信号が排除された状態の信号となり、検波器３
５から出力される信号成分の信号強度を測定することで、波形発生装置Ｇから出力される
信号のノイズ成分の強度を測定することになる。このとき検波器３５から出力される信号
の一例を図８の（ａ）に示した。
　そして、制御部３６は、調整用の信号のトーン成分が除去された状態の信号強度を、信
号強度測定部Ｍにて測定することで、波形発生装置Ｇから出力される信号のノイズ成分の
強度を測定して、除去時信号強度値として記憶部３７に一時記憶する。
【００２６】
　次に、制御部３６が、局部発振器３２を制御して、局部発振周波数の帯域を第２の周波
数帯域ｆとしてミキサ３１に入力する。
　ミキサ３１にて周波数変換された中間周波数成分は、バンドパスフィルタ３３の通過帯
域内の周波数となるので、中間周波数成分はバンドパスフィルタ３３を通過して出力され
る。したがって、バンドパスフィルタ３３から出力される信号成分は、調整用の信号のト
ーン成分を含んだ状態となり、検波器３５から出力される信号成分の信号強度を測定する
ことで、波形発生装置Ｇから出力される調整用の信号のトーン成分の強度、すなわち、調
整用の信号の信号強度を測定することになる。このとき検波器３５から出力される信号の
一例を図８の（ｂ）に示した。
　そして、制御部３６は、調整用の搬送波を含んだ状態の信号強度を、信号強度測定部Ｍ
にて測定し、この測定値から、記憶部３７に記憶しておいた除去時信号強度値を差し引い
て、調整用の信号の信号強度を測定し、この測定値が記憶部３７に記憶されている規定値
に合致するように、可変利得増幅器３４を調整して利得を設定する。
【００２７】
　この実施例３に係る受信機３０によれば、波形発生装置Ｇから出力される調整用の信号
の純度が低い場合であっても、第１の周波数帯域ｆ’を、第２の周波数帯域ｆから十分に
離れているもの（バンドパスフィルタ３３を通過帯域から十分に離れている帯域）に設定
することによって、局部発振周波数を切り換えて、調整用の信号を排除することで、波形
発生装置Ｇから出力される信号のノイズ成分のみの強度を容易に測定することができる。
　したがって、実施例３に係る受信機３０によれば、波形発生装置Ｇを作動させた状態で
受信機３０に接続し、記憶部３７に書き込まれた調整プログラムを作動させるだけで、受
信機３０の利得を規定値に容易に自動的に調整することができるのである。
　また、受信機にもともと備えられているバンドパスフィルタ３３を利得調整時の調整用
の信号の排除に利用するので、余分な構成の追加を最小限にすることができる。
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　本発明は、可変利得増幅器を１つのみ備える受信機に限定されるものではなく、ノッチ
フィルタ、ＬＳＢ用バンドパスフィルタ、ＵＳＢ用バンドパスフィルタ等より後段に可変
利得増幅器が設けられているものであれば、可変利得増幅器を複数備え、全体として可変
利得増幅回路を構成するものであってもよい。このように複数の可変利得増幅器を備える
受信機においては、ノッチフィルタ、ＬＳＢ用バンドパスフィルタ、ＵＳＢ用バンドパス
フィルタ等より後段に配置された可変利得増幅器に、上述した利得調整方法を実現すれば
よい。
【産業上の利用可能性】
【００２８】
　本発明による利得の自動調整技術は、受信機に限らず、可変利得増幅回路を備えた種々
の電子回路における利得の調整に応用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施例１にかかる受信機の構成を示した構成図である。
【図２】前記受信機を調整する手順を示すフローチャートである。
【図３】前記受信機から出力される信号の一例を示した図である。
【図４】本発明の実施例２にかかる受信機の構成を示した構成図である。
【図５】前記受信機から出力される信号の一例を示した図である。
【図６】ＳＳＢ信号における、搬送波成分と、上側波帯成分と、下側波帯成分との関係を
示した図である。
【図７】本発明の実施例３にかかる受信機の構成を示した構成図である。
【図８】前記受信機から出力される信号の一例を示した図である。
【図９】従来例の受信機の構成を示した構成図である。
【図１０】前記受信機から出力される信号の一例を示した図である。
【符号の説明】
【００３０】
１０　受信機、
１１　ミキサ、
１２　局部発振器、
１３　バンドパスフィルタ、
１４　可変利得増幅器、
１５　検波器、
１６　制御部、
１７　記憶部、
１８　ノッチフィルタ、帯域阻止フィルタ、
１９　スイッチ、
Ｌ１　第１の信号路、
Ｌ２　第２の信号路、

２０　受信機、
２１　ミキサ、
２２　局部発振器、
２４　可変利得増幅器、
２５　検波器、
２６　制御部、
２７　記憶部、
２８ａ　ＬＳＢ用バンドパスフィルタ、
２８ｂ　ＵＳＢ用バンドパスフィルタ、
２９　スイッチ、
Ｌ２１　第１の信号路、
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Ｌ２２　第２の信号路、

３０　受信機、
３１　ミキサ、
３２　局部発振器、
３３　バンドパスフィルタ、
３４　可変利得増幅器、
３５　検波器、
３６　制御部、
３７　記憶部、

【図１】 【図２】
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